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ⅠⅠ．確定拠出年金．確定拠出年金の基礎の基礎



2

確定拠出年金
（Ｄeｆｉｎｄ Ｃｏｎｔｒｉｂｕｔｉｏｎ＝Ｄ.Ｃ.の位置付け）

国 民 年 金国 民 年 金

確定拠出年金

企業型
（拠出限度額月額４.６万円）

確定拠出年金確定拠出年金

企業型企業型
（拠出限度額月額４（拠出限度額月額４..６万円）６万円）

厚 生 年 金厚 生 年 金

確定拠出年金

企業型
（拠出限度額月額２.３万円）

確定拠出年金確定拠出年金

企業型企業型
（拠出限度額月額２（拠出限度額月額２..３万円）３万円）

他の
企業年金等

他の
企業年金等

共済
年金

共済
年金

確定拠出年金「企業型」確定拠出年金「企業型」 「個人型」「個人型」

確定拠出年金

個人型
確定拠出年金

個人型

国民年金
基金

確定拠出年金

個人型

１階

２階

３階

会社員会社員 自営業者等自営業者等 公務員公務員 専業主婦専業主婦

※国民年金第２号被保険者 ※国民年金
第1号被保険者

※国民年金
第２号被保険者

※国民年金
第３号被保険者

（国の年金）

（国の年金）

確定拠出年金

加入対象外
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確定拠出年金（ＤＣ）の概要 –全体の流れ-

運用-商品を選択する-

Ａ預金

Ｂ預金

○○投資信託

××投資信託

拠出 -掛金を出す-

¥¥¥

¥¥¥

病院

¥¥¥

¥¥¥ ¥¥¥

¥¥¥

¥¥¥ ¥¥¥

一時金一時金

年金年金

・掛金は会社が毎月拠出
（確定拠出年金専用口座で管理）

・ご自身が商品を選択
（途中で何度でも変更可能）

・60歳から年金または一時金
（給付額は商品選択の結果次第）

運用メニュー（例）

給付-お金を受け取る-

資

産
（掛金）

拠出金

運用益

資
産

資
産

資
産

※結果に対して責任を負います（自己責任）

加入 60歳以降

¥¥¥

① ② ③
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① 拠出 -掛金を出す-

掛金に対しては所得税・住民税は課税されません。

拠出時の税制メリット拠出拠出時の税制メリット時の税制メリット



5

② 運用 -商品を選択する- （１／２）

運用時の税制メリット運用時の税制メリット運用時の税制メリット 運用収益に対する課税はありません

通常、利息や配当、売却益に対しては税金がかかりますが、ＤＣでは
運用収益に対する課税はありません。

積み立てた年金資産に対して特別法人税が課税されますが、現在は
凍結中です。
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運用指図は２種類運用指図は２種類運用指図は２種類

①掛金の割合変更
（商品の配分変更）

毎月の掛金について購入
する商品の配分を変更

②積立金の預け替え
(スイッチング）

既に運用している商品を
変更

A投資信託 B投資信託

変更前 変更後

定期預金
40％

A投資信託
30％

B投資信託
30％

B投資信託
30％

C投資信託
30％

定期預金
20％

A投資信託
20％

今までの掛金配分

次回からの掛金配分

② 運用 -商品を選択する- （２／２）

変更はいつでもできます
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老齢給付金老齢給付金
原則６０歳から年金や一時金で受け取り可能
（１０年以上の加入が条件）

障害給付金障害給付金

死亡一時金死亡一時金

一定の高度障害になった場合
（年金または一時金で受取）

死亡時（遺族が一時金で受給）

※老齢給付金は、遅くとも70歳までに受け取りを開始する必要があります。

※60歳前に退職された場合、所定の条件を満たすと脱退一時金を請求できる場合が

あります。

③ 給付 -お金を受け取る-

給付時の税制メリット給付給付時の税制メリット時の税制メリット 年金でも一時金でも、各種控除が受けられます。
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脱退一時金脱退一時金脱退一時金

60歳前に退職したら

離転職しても年金資産を持ち運ぶこと（ポータビリティ）ができます。

中途退職時に、通算拠出期間が１ヶ月以上３年以下等の条件有。
＜例外＞

返 還 金返返 還還 金金
勤続２年未満の自己都合退職、懲戒解雇の場合は、累計掛金額または個
人別資産のいずれか小さい金額を会社に返還。

66ヶ月以内に自分でヶ月以内に自分で

手続きが必要です手続きが必要です。。
必ずコールセンターで必ずコールセンターで
手続き方法を確認し手続き方法を確認し
てください！！てください！！

転職先に確定拠
出年金「企業型」
があれば・・・

転職先に確定拠
出年金「企業型」
がなければ・・・
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ⅡⅡ．．資産運用の基礎資産運用の基礎
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運用商品の大分類運用商品の大分類

○○定期預金○○定期預金○○定期預金

□□積立保険□□積立保険□□積立保険
貯蓄型貯蓄型：貯めることを重視：貯めることを重視

△○投資信託△○投資信託△○投資信託

△△投資信託△△投資信託△△投資信託

○△投資信託○△投資信託○△投資信託

○□投資信託○□投資信託○□投資信託

□△投資信託□△投資信託□△投資信託

投資型投資型：殖やすことを重視：殖やすことを重視

⇒元本を下回ることも⇒元本を下回ることも

元本確保型商品

投資信託
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元本確保型商品元本確保型商品

元本確保型商品は、満期のある商品で、
満期を迎えると利息が上乗せされて自動更新されます。

【中途解約の取り扱い】 満期前に他の商品に預け替える場合

当初適用された利率よりも低い「中途解約利率」で利息が計算されます。

元本を下回ることはありません。
定期預金

預け入れ期間預け入れ期間 自動継続：

新しい利率が適用される

X1%

Y1%

Z1%

X2%

掛 金

?¥ ? ????

Y2%

Z2%Z2%

中途解約時の金利情勢においては「解約控除金」を引かれる場合があります。

元本を下回ることはありませんが、払込金額と同額となる期間があります。
積立傷害保険

¥ ¥ ・・・・・
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ファンド
マネージャー

運用会社
¥¥¥

¥¥¥

¥¥¥

¥¥¥

国内株式

国内債券

外国株式

外国債券

売買売買

売買売買

売買売買

売買売買

ポイント元本を下回ることがあります

投資信託のしくみ投資信託のしくみ
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投資投資信託の分類信託の分類

国内株式型 国内債券型

外国債券型外国株式型

バランバランスス型型

投資対象による分類投資対象による分類

運用手法による分類運用手法による分類

⇒ インデックス運用インデックス運用①連動する。

運用成果が、『ベンチマークベンチマーク』に対して、

②上回ることを目指す。 ⇒ アクティブ運用アクティブ運用
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基準価額基準価額 ・・ 手数料手数料

期間

基準価額10，000円
基準価額 10，200円

購入時

￥

売却時保有期間中

信託報酬
信託財産
留保額

基準価額

手数料

・・・購入・売却時の基準となる価額
（価額は日々変動）（価額は日々変動）

基
準
価
額

信託財産
留保額

￥

手
数
料

・・・信託報酬・信託財産留保額

（ﾌｧﾝﾄﾞによる） （全ﾌｧﾝﾄﾞ） （ﾌｧﾝﾄﾞによる）
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個人情報保護個人情報保護
院内勉強会院内勉強会

2009/072009/07
医療情報室医療情報室 添田添田
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目次目次

１．個人情報とは１．個人情報とは

２．運用について（２．運用について（Q&AQ&A抜粋）抜粋）

３．情報セキュリティインシデント報告３．情報セキュリティインシデント報告
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個人情報とは個人情報とは

生存する個人の情報生存する個人の情報

氏名、生年月日、住所等、記述により特定
の個人が識別できるもの

個人の身体､財産､職種､肩書き等の属性に
関して､事実､判断､評価を表す全ての情報

評価情報､公刊物等によって公にされている
情報､映像､音声による情報も含まれ､暗号
化されているか否かを問わない

※どんなに詳しい情報でも、個人を特定できない情報は対象ではない
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個人情報の例個人情報の例

【【個人情報に当たる例個人情報に当たる例】】

氏名、生年月日、住所･電話番号など連絡先氏名、生年月日、住所･電話番号など連絡先

会社における職位や所属に関する情報について会社における職位や所属に関する情報について､､本人の氏名と組み合本人の氏名と組み合
わせた情報わせた情報

特定の個人を識別できる電子メールアドレス情報特定の個人を識別できる電子メールアドレス情報

本人が判別できる本人が判別できる映像映像情報情報､､音声によって個人を音声によって個人を 判別できる情報判別できる情報

会社が従業員を評価した情報を含む雇用管理情報会社が従業員を評価した情報を含む雇用管理情報

資産･収入･納税･取引状況資産･収入･納税･取引状況､､カード情報カード情報､､購買情報などの資産情報購買情報などの資産情報

遺伝子情報遺伝子情報､､生体認証情報生体認証情報

【【個人情報に当たらない例個人情報に当たらない例】】

企業の財務情報等法人等の団体自体に関する情報企業の財務情報等法人等の団体自体に関する情報

特定の個人を識別できない統計情報特定の個人を識別できない統計情報

記号や数字等の文字列だけから特定個人の情報であるか否かの区別記号や数字等の文字列だけから特定個人の情報であるか否かの区別
がつがつかかない電子メールアドレス情報ない電子メールアドレス情報
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医療機関等における個人情報の例医療機関等における個人情報の例

診療録診療録

処方せん処方せん

助産録助産録

照射録照射録

手術記録手術記録

検査所見記録検査所見記録

エックス線写真エックス線写真
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運用について運用について
個人情報保護法に関する個人情報保護法に関する

QQ＆＆AA よりより
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呼び出し・外来での対応呼び出し・外来での対応

患者の呼び出しの為の館内放送患者の呼び出しの為の館内放送

→最低限に抑える努力をしたうえで、呼び出しをする。→最低限に抑える努力をしたうえで、呼び出しをする。
氏名の呼び出しは予め患者の意思を確認しておくこ氏名の呼び出しは予め患者の意思を確認しておくこ
とが望ましい。とが望ましい。

病室の名札の掲示病室の名札の掲示

第第33者から入院患者への面会者への対応者から入院患者への面会者への対応

業務を適切かつ安全に実施するうえで名札の掲示は
必要と考えられる。
患者の要望に応じて一定の配慮をすることが望ましい。

見舞い客と思われる人から、患者様の病室等聞かれ
ても、原則的には答えないようにする。
患者様に予め希望を聞いておくのが望ましい。
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電話対応電話対応

家族への対応家族への対応

電話での対応は本人といえども、ID番号、氏名、生年月日
等の確認が必要。
患者への電話の取次ぎは、予め確認をしておく必要がある。
家族、親戚からの電話での問い合わせも、患者本人の承諾
がない限り、電話での対応はしない用がよい。

家族も第三者として扱われる。病状説明等、予め誰に説明
するかについて患者の同意があることが望ましい。
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院内での情報共有院内での情報共有

第三者への情報提供第三者への情報提供

病院内での研修で診療録などを利用する場合、本人の
同意を得る必要があるが、教育目的を含めて掲示するこ
とで対応可能と考えられる。

職場・学校から、社員や児童・生徒の病状や回復の見込
みに関する問い合わせが合った場合、患者の同意を得ず
に回答してはいけない。
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学会発表時などの注意事項学会発表時などの注意事項

例）院内症例検討会
研修が目的である場合には、研修、検討会を目的

に使用する場合があることを掲示により明示すること
が必要。

日常業務上での注意事項日常業務上での注意事項

血液等の検体を破棄する際
特定の個人が同定できるラベルは、剥がすか、消さ

なければならない。あるいは、破棄の最終段階まで、ラ
ベルが他の人の目に触れないようにする必要がある。
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漏洩への対応漏洩への対応

例)外来で、〇〇さんと呼んで来た人に、カルテを見せて
説明したが、本人ではなかった。
→面識が無く、初対面の場合は、〇〇さんですね、と確
認をしておくことが必要。それでもそうですと言って間違
えた場合は、過失を問われる割合は少ないと思われる。

情報が漏洩した時の責任情報が漏洩した時の責任

30万円以下、または6ヶ月以下の懲役



2626

２００２００８８年情報セキュリティインシデント年情報セキュリティインシデント
に関する調査報告書に関する調査報告書

「ＮＰＯ「ＮＰＯ 日本ネットワークセキュリティ協会」日本ネットワークセキュリティ協会」

よりより
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2008 2008 年年 個人情報漏えいインシデント個人情報漏えいインシデント

概要データ概要データ

漏えい人数漏えい人数 723 723 万万2,763 2,763 人人
インシデント件数インシデント件数 1,373 1,373 件件
想定損害賠償総額想定損害賠償総額 2,367 2,367 億億2,529 2,529 万円万円

一件あたりの漏えい人数一件あたりの漏えい人数5,668 5,668 人人
一件あたり平均想定損害賠償額一件あたり平均想定損害賠償額1 1 億億8,552 8,552 万円万円

一人あたり平均想定損害賠償額一人あたり平均想定損害賠償額4 4 万万3,632 3,632 円円



2828

業種別比率（件数）業種別比率（件数）
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業種別件数の経年変化（件数）業種別件数の経年変化（件数）
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業種別比率の経年変化（件数）業種別比率の経年変化（件数）
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漏えい原因比率（件数）漏えい原因比率（件数）
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業種別の漏えい原因比率（件数）業種別の漏えい原因比率（件数）
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漏えい媒体・経路比率（件数）漏えい媒体・経路比率（件数）
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業種別の漏えい経路比率（件数）業種別の漏えい経路比率（件数）
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一人あたりの想定損害賠償額比率一人あたりの想定損害賠償額比率
（件数）（件数）
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一件あたりの想定損害賠償額比率一件あたりの想定損害賠償額比率
（件数）（件数）
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まとめまとめ

原因の大半が紛失（個人・管理）や誤操作による原因の大半が紛失（個人・管理）や誤操作による
もの・紙媒体。もの・紙媒体。 →→ 漏洩対策モラルの強化。漏洩対策モラルの強化。

情報システム対策情報システム対策
・「医療情報システム安全管理ガイドライン」に準・「医療情報システム安全管理ガイドライン」に準
拠するように勤める拠するように勤める

以上以上


